
重 要 事 項 説 明 書 

 

当事業所は居宅介護支援サービス利用契約を締結される方に対して、事業者の概要や提

供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい事項を次のとおり説明します。 

 

１．事業者 

  名 称  社会福祉法人今治市社会福祉協議会 

   所在地  今治市南宝来町一丁目９番地８ 

   連絡先  電話 ０８９８－２２－６０１８  FAX ０８９８－２２－６０２２ 

      代表者職氏名  会長 長野 和幸 

   設立年月日  平成１７年１月１６日 

 

２．事業所の概要 

   名 称  今治市社協介護支援センター 

   所在地  今治市南宝来町一丁目９番地８ 

   事業所番号  愛媛県３８７０２００９６５ 

   管理者名・連絡先  □□ □□  ０８９８－２２－７２３１ 

      サービス提供地域  今治市（但し、旧今治市、旧朝倉村、旧玉川町、旧波方町、

旧大西町、旧菊間町、旧関前村の区域に限る。)   

 

３．事業所の運営方針 

 (1) 当事業所は、利用者が可能な限りその居宅において、その能力に応じて自立した日

常生活を営めることができるよう配慮します。 

 (2) 当事業所は、利用者の選択に基づき、適切な保健・医療・福祉サービスが受けられ

るよう公正中立な居宅介護支援を行います。居宅介護支援の提供にあたっては、居宅

サービス計画が利用者の希望に基づき作成され、利用者は複数の指定居宅サービス事

業者等を紹介するよう求めることができ、当該事業所を居宅サービス計画に位置づけ

た理由を求めることができます。 

 (3) 当事業所は、常に利用者の心身の状況を把握するとともに、サービスの適切な提供

が行われていることを確認します。 

 

４．事業所の職員体制等       

 (1) 管理者       １名 (常勤兼務) 

 (2) 介護支援専門員   17名以上（常勤専従16名以上、非常勤専従1名以上、常勤兼務

１名以上） 

(3) 事務担当職員    １名以上 

 

５．サービス利用料及び利用者負担 

 (1) 居宅介護支援については、利用者の負担はありません。 

※ただし、介護サービス計画を受けることについて、予めお住まいの市町村に届け出

ていない場合や、介護保険料の滞納により、法定代理受理ができなくなった場合は、

１か月につき要介護度に応じて「別表１」の金額をいただき、当事業者からサービス

提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日お住まいの介護保険の

窓口に提出しますと、全額払い戻しを受けられます。 

(2) 介護支援専門員が通常の事業地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は、

その実費が必要となります。なお、自動車を使用した場合の交通費は通常の事業地域

を越えた地点から、1kmにつき20円が必要です。 

 



６．営業日及び営業時間 

 ○営業日 月～土曜日（祝日を含む）  ○営業時間 ８時３０分～１７時３０分 

  ただし、年末年始（１２月２９日～１月３日）は休日となります。また、本会会長が 

必要と認めた場合には、営業日及び営業時間の変更、又は臨時に休業することがあり 

ます。 

 

７．相談窓口、苦情対応、虐待対応 

  ○サービスに関する相談や苦情については、次の窓口において、２４時間体制で対応い

たします。また、本事業者が選任している「第三者委員」に相談することができます。 

     ・第６項に記載する営業日の営業時間                                

      電話番号 ０８９８－２２－７２３１     ＦＡＸ番号   ０８９８－２２－６０２２ 

   ・上記以外の日・時間 電話番号 ０９０－８６９８－５７３２ 

    担当責任者（管理者） □□ □□ 

 第三者委員 近藤 健太郎 今治市松本町４-２-１１     0898-31-4476 

 第三者委員 越智 光憲  今治市上浦町井口６３２２    0897-87-2079        

 第三者委員 矢野 和馬  今治市玉川町小鴨部甲３６３-４  090-2826-9898 

 〇円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 〔担当責任者(管理者)〕   

  ① 管理者は、利用者から苦情が発生した場合には、具体的な事情を利用者から聴取

します。 

  ② 管理者は、当該介護支援専門員、サービス事業所担当者等から事情聴取し利用者

からの苦情との整合性を確認し事実関係を明確にします。  

  ③ 管理者は、事実関係を確認した後、苦情処理内容を検討し、利用者へ苦情処理内

容を報告します。  

  ④ 管理者は、当該介護支援専門員等に対する教育指導や利用者への謝罪や説明等の

具体的な処理を実行します。また、サービス事業所担当者への苦情に対しては、

サービス事業所内での教育指導、利用者への謝罪、説明を依頼し、同様に具体的

な処理を実行します。 

  ⑤ 管理者は苦情の再発防止対策のため、処理の終了した苦情について、苦情解決結

果報告書へ処理内容を記載し、改善がなされたかの検証を行うとともに、介護支

援専門員等の事例検討会等に有効利用していきます。 

  〇虐待の防止のための措置 

 虐待の防止のための措置として、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じるものとします。 

① 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結

果について、担当職員に周知徹底を図ります。 

② 事業所における虐待防止のための指針整備を行い、指針に沿った対応を実施する

ものとします。 

③ 事業所において、担当職員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施するこ

ととします。 

④ ①から③の措置を適切に実施するための担当者を置くこととします。担当者は事

業所長及び管理者とします。 

 

 〔第三者委員〕  

  ① 第三者委員は、苦情受付責任者等から苦情内容の報告を聴取し、苦情申出人に対

して報告を受けた旨を苦情受付報告書により通知します。 

  ② 第三者委員は、利用者から直接苦情受付をした場合には、苦情申出人への助言、

事業者への助言、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立会い、助言をし、



苦情に係る事案の改善状況等の報告を聴取することとします。 

    第三者委員の立会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次のとお

りとします。 

    (ア) 第三者委員による苦情内容の確認 

    (イ) 第三者委員による解決案の調整、助言 

    (ウ) 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認 

  ○次の公的機関においても、苦情申出等ができます。     

    ① 今治市役所介護保険課   月曜日から金曜日 ８時 30分から 17時 15分 

                 （祝日及び１２月２９日～１月３日を除く） 

       電話番号 ０８９８－３６－１５２６   

    ② 愛媛県国民健康保険団体連合会 月曜日から金曜日 ８時 30分から 17時 15分 

                 （祝日及び１２月２９日～１月３日を除く） 

      電話番号 ０８９－９６８－８７００   

 

８．秘密保持 

 (1) 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。  

 (2) 事業所は、従事者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持

させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持させるべき旨を、

従業者との雇用契約の内容とします。 

  ①本会の就業規則及び服務規律に従い、誠実に勤務します。 

  ②違反した場合は雇用期間中でも解雇されることに異論はなく、故意又は重大な過失

により本会に損害を与えたときは、賠償します。 

  ③業務上の機密事項は、在職中はもちろん退職後も一切漏洩しません。 

 （3）事業所が得た利用者及びその家族の個人情報については、介護サービスの提供以外

の目的では原則的に利用しないものとし、サービス担当者会議等において、利用者の

個人情報を用いる場合には当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場

合には当該家族の同意をあらかじめ文書により得るものとします。 

 （4）事業所は、利用者及びその家族の個人情報について、個人情報保護に関する方針及

び社会福祉法人今治市社会福祉協議会個人情報保護規定また、厚生労働省が作成した

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を

遵守し適切な取り扱いに努めます。 

 

９．事故発生時の対応  

 (1) 当事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合に

は速やかに市町、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 (2) 当事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録をします。 

 (3) 当事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生

した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

10. 身体拘束の禁止のための措置    

（1）事業所は原則として、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わな

いものとします。 

（2）事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録します。 

 

11. 衛生管理及び従業者の健康管理等 

（1）事業所は、事業に使用する備品、用品を清潔に保持し、定期的な消毒を施す等衛生

管理に充分留意します。 



（2）事業所は、従業者に対し、伝染病等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、年

１回以上の健康診断を受診させるものとします。 

（3）事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる

措置を講じるものとします。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以

上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施します。 

 

12. 業務継続計画の策定等 

（1）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対し指定居宅介護支援の

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じるものとします。 

（2）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について説明、周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施します。 

（3）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

13. ハラスメント防止対策 

（1）事業者は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築

けるようハラスメントの防止に向け取り組みます。 

（2）事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上不要かつ相当

な範囲を超える下記の行為は組織として許容しません。 

①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

  上記は、当該法人職員、取引先事業者、利用者及びその家族等を対象とします。 

（3）ハラスメント事案が発生した場合、ハラスメントの無い職場づくり（指針）及び介

護現場におけるハラスメント対策マニュアルなどを基に対応し、同様の案件が発生し

ない為の再発防止策を検討します。 

（4）職員に対し、ハラスメントに対する考え方について研修を実施し、 

また、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握

に努めます。 

（5）ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境

改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じることがあります。 

 

14．当事業者の業務の概要 

 (1)介護保険関連業務 

   ①居宅介護支援事業 ②訪問介護事業 ③通所介護事業 ④訪問入浴介護事業 ⑤福

祉用具貸与、販売事業 ⑥認知症対応型共同生活介護事業 ⑦介護予防・生活支援サ

ービス事業(総合事業) ⑧要介護認定訪問調査  

  (2)その他の主な業務 

    ①ボランティア活動の振興 ②福祉相談事業 ③高齢者生活福祉センターの経営 ④

地域子育て支援拠点事業 ⑤地域包括支援センター事業 ⑥福祉サービス利用援助事

業 ⑦障害福祉サービス事業 ⑧基幹相談支援センター事業 ⑨生活困窮者自立相談

支援事業 ⑩生活支援体制整備事業 ⑪子育て支援事業⑫その他、地域福祉活動推進



のための事業 

 

15. 第三者評価の実施状況 

  第三者による評価は、実施していません。 

 

16. その他 

（1）事業所は、この事業を行うため、ケース記録、支援決定調書、利用者負担金収納簿

その他必要な帳簿を整備するものとします。 

（2）前項の書類は、その完結の日から 5年間保存するものとし、契約者もしくは契約時

の代理人の求めに応じて閲覧に供し、または実費によりその写しを交付します。 

 

令和   年   月   日 

 

  サービス契約の締結にあたり、上記により重要事項を説明しました。   

             事業所 所在地  今治市南宝来町一丁目９番地８ 

                  事業所名 今治市社協介護支援センター 

                  説明者    

 

サービス契約の締結にあたり、上記のとおり説明を受けました。 

              ご利用者  住所   

                         氏名     

                       代筆者  氏名          〔続柄：     〕 

        利用者の家族の代表 住所 

                  氏名          〔続柄：     〕 

 

 上記代理人（代理人を選任した場合）〔続柄：     〕 

                   住所  

氏名                                    



　ご利用者　各位

訪問介護

　　　　通所介護　　　　　　　　　

　地域密着型通所介護

福祉用具貸与

訪問介護

通所介護

地域密着型通所介護

福祉用具貸与

訪問介護 1 2 3

通所介護 1 2 3

地域密着型通所介護 1 2 3

福祉用具貸与 1 2 3

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代筆　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

今治市社会福祉協議会
リハビリデイサービス

センター晃誠

ベストケア

デイサービスセンター

しまなみ

　　デイサービスつくし ハーフデイ・リハビリ晃誠
今治市社協

介護サービスセンター関前

今治市社協

介護サービスセンター
トーカイ （有）東予医療器商会

令和　　年　　月　　日

　上記の内容について説明を受け同意しました

8.94%

38.60%

各サービスにおける上位3位の事業所

　　　　　今治市社協

介護サービスセンター玉川
（有）さわやか ときわケアサービス

34.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今治市社協介護支援センター

 令和3年度介護報酬改定により居宅介護支援の運営基準では利用者に提供されるサービスが　特定の種類
や特定の事業者に不当に偏ることがないようケアプランに位置付けたサービス割合について利用者様に文書を
交付し理解を得るようにとの見直しがありました。過去6か月間に作成した　ケアプラン総数に対し、それぞれ位
置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前6か月間に同一の指定サービス事業者又は指定地域
密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合についてお知らせいたします。

＊令和6年3月1日～令和6年8月31日までの割合（上位3位まで）

全居宅サービス計画数の中で当該サービスが占める割合

30.14%

46.18%

17.90%

70.53%

同一サービス事業所が占める割合

30.00%

 


